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　　　      表１　 JA くまの受託販売品取扱実績　　（単位：千円）
種類
平成25年度 平成26年度
販売高 手数料 販売高 手数料
米 1,404,184 37,665 1,299,951 39,708
麦・豆・雑穀 62,672 4,421 88,160 5,819
野 菜 2,581,051 45,981 2,553,657 47,429
果 実 695,968 12,536 640,672 11,533
花き・花木 348,443 6,162 311,959 5,725
い 草
畜 産 物 1,469,195 17,934 1,140,523 13,984
林 産 物 27,142 462 29,387 551
そ の 他 386,928 6,747 346,058 5,936
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本稿では，JA やつしろのトマト加工所と JA くまの野
菜加工子会社・株式会社クマレイを調査対象にして，両
者が野菜加工事業により就業機会創出と地域活性化に寄
与しているのかについて検証した。得られた結果は次に
ように要約できる。
（１）就業機会創出と地域活性化の検証
JAやつしろのトマト加工所は，大量に出るトマトの規
格外品の加工利用による付加価値の創造を目的に，地元
の直売所で活動していたトマト生産者，加工品製造に関
する衛生管理資格を持っている者，JAや役所のリタイア
組などが中心になって立ち上げた。当初は必ずしも順調
ではなかったが，JAと行政の強力な支援によって平成26
年度は年間約46トンの規格外品を加工し，年間2327万
円の販売額を上げ，原料費として約370万円をトマト生
産者に還元する組織になっている。高齢者の10名の婦人
達に年間就業する機会を提供する組織となっている。
この施設がもし無かったら廃棄されたであろうトマト
の規格外品を価値化でき，またもしこの施設が無かった
ら働く場所が無かったであろう高齢婦人に就業機会を与
えているという意味で，換言すれば「もしこの施設が無
ければ，社会化されなかった２種類の資源を社会化して
いる」という意味で，大きな社会的意義がある組織と高
く評価できよう。
一方，株式会社クマレイは，平成26年度に５億7,441
万円を売り上げ，パート含めて57人の従業員を雇用して
いる。同社が立地している熊本県球磨郡湯前町はかなり
の山間僻地であり，そのような条件不利地において５億
円を超える売り上げを達成し，地域に就業機会を与えて
いる意義は大きいと評価できる。
（２）農協加工場の直営型と子会社型の比較分析
JA やつしろのトマト加工所は，JA の直営施設である
が故に JA や行政から支援を受けることができ，加工原
料も自動的に集荷できるというメリットがあるが，JAや
つしろは「はちべえ」ブランドのトマト強化ということ
で JA へ出荷されたトマト以外は受け入れないので，零
細規模からの脱却が困難になっているともいうデメリッ
トもある。
一方，株式会社クマレイは JA くまの束縛を受けるこ
となく，迅速な意思決定により環境変化に即応して再投
表３　株式会社クマレイの損益計算書
資料：株式会社クマレイ提供資料より作成
表３　株式会社クマレイの損益計算書
（単位：円）
平成26年度 平成25年度
574,408,175 561,451,724
508,101,147 493,746,842
66,307,028 67,704,882
54,410,176 57,641,249
11,896,852 10,063,633
受取利息 1,454 1,85
賞与引当金戻入 4,320,000 3,856,000
受取配当金 800 0
雑収入 9,511,351 1,191,848
896,940,5506,338,31計益収外業営
支払利息 1,236,256 1,128,854
賞与引当金繰入 4,320,000 4,320,000
00失損雑
5,556,256 5,448,854
20,174,201 9,664,477
0 0
1,297,902 1,779,330
3,128,942 2,833,400
4,426,844 4,612,730
1,550,150 1,297,902
3,847,477 3,128,942
5,397,627 4,426,844
19,203,418 9,850,363
0 0
8,068,800 3,981,600
11,134,618 5,868,763
1,015,758 1,146,995
12,150,376 7,015,758
資料：株式会社クマレイ提供資料より作成
税引前当期純利益
過年度法人税等
法人、住民、事業税
当期純利益
繰越利益剰余金期首残高
繰越利益剰余金
貸当引当金戻入額
退職給付引当金戻入額
特別利益計
貸当引当金繰入額
退職給付引当金繰入額
特別損失計
営業利益
営業外収益
営業外費用
営業外費用計
経常利益
固定資産売却益
売上高
売上原価
売上総利益
販売費・一般管理費
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資したり，原料調達先を管外に求めたりしている。同社
はほうれんそうの場合管内から原料の約半分は調達する
が，他の半分は県外から調達している。事業規模が拡大
すると地元から全量を調達しようとしても生産者の高齢
化などで思うように調達できない。また地元など一か所
の生産地に依存すると原料の病気や自然災害などの影響
を全面的に受けるので，リスク分散の意味もあって管外
からも調達している。
我が国の野菜生産が減少し，産地や生産者は加工によ
り付加価値を付けることが求められているが，本稿で取
り上げた２事例はその好例と言えよう。
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